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要旨 

親から子供にのこされる遺産として一般的な資産の一つに、被相続人の住宅が挙げられる。
日本や多くの国の家計においては住宅が最大の資産となっていることを考えれば、住宅の
相続は個々の家計行動やマクロ的な資産の分布に無視できない影響を与えていることが考
えられる。本稿では、慶應義塾家計パネル調査を用い、住宅の相続に伴う親と子供の行動に
ついて実証分析を行っている。まず、どのような親がその住宅を遺産とするのかを分析した。
この結果から、裕福な親ほど高価な住宅を遺産としてのこすことが示され、また、この住宅
を相続させようとする意思は親世代における不動産格差を拡大している可能性も示唆され
た。次に、住宅需要や消費、資産形成の観点から、相続した親の住宅が子供世帯にどのよう
な影響を与えているのかを検証した。親から住宅を相続することは、子供の住宅に関する支
出を削減する効果、あるいは将来の資産効果につながることが考えられる。これらの効果か
ら、子供は住宅サービス以外の消費を拡大するとともに、より大きな金融資産の形成に励む
ことが示唆されている。以上のことや、少子化によって将来的には相続一回当たりの相続人
が減少することを併せると、住宅の相続の有無は親世代の経済格差を、消費や金融資産の形
成などを通じて、子供世代に引き継がせることが考えられる。 
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